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衛星放送に係るサービス及び技術に関する

将来像に関する関係者の意見について 

資料３－３－４

１． 株式会社ＷＯＷＯＷからの提出意見 

２． 放送大学学園からの提出意見 

３． 宇宙通信株式会社からの提出意見 

４． ジェイサット株式会社からの提出意見 
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１．株式会社ＷＯＷＯＷからの提出意見 
 

 

1. BS アナログ放送用トランスポンダ（BS5ch, 7ch, 11ch）のデジタル化 
BS 放送の完全デジタル化のためには、より多様な魅力あるサービスを既存の受信機

で利用可能とすることが必要であり、2011 年に終了する BS アナログ放送用の 3 つ

のトランスポンダは、新規サービス（ハイビジョン・マルチチャンネル、サーバー

型放送等）を実施できるように現行方式でのデジタル放送に転用すべきである。 

また、その認定に際しては、新規事業者に限定するのではなく、複数 ch で多様な

番組編成を行うことのできる既存の事業者を含め、デジタル放送発展への貢献や事

業性などから、判断を行うべきである。 

 

 

2. 追加のトランスポンダ（BS17ch, 19ch, 21ch, 23ch）のデジタル化 
 アナログ放送に比べ、デジタル放送における技術進化はとても早く、放送文化の発

展のために、追加される 4つのトランスポンダについては、サービス開始時点での

最新技術が利用可能となるようにすべきである。 

 

 

3. マスメディア集中排除原則の緩和 
多チャンネルやサーバー型放送などが提供可能となるデジタル放送においては、こ

れまでのマスメディア集中排除原則は緩和すべきである。 

BS アナログ放送用トランスポンダおよび追加のトランスポンダをデジタル化する

際には、1 事業者が多様なサービスを提供可能となるように、1 事業者 1 トランス

ポンダ以上の利用が可能となることを要望する。 

 

 

4. BS 放送のデジタル化推進 
BS 放送のデジタル化を推進するために、アナログ放送を早期に終了する事業者に対

し、優先的に新規の帯域を割当てるなどのメリットを与えるべきである。 

 

 

5. BS アナログ放送の終了時期 
BS-WOWOW の完全デジタル化は経営上の最重要事項と位置づけており、可能な限り早

期に終了することを目指している。 

アナログ加入者の受付終了時期については、できるだけ早い時期に決定する。一方、

アナログ放送の終了時期は、地上デジタル放送が終了する 2011 年を最終期限に置

き、早期終了時期は、アナログ加入者数・デジタル受信機の普及状況・NHK アナロ

グ BS-1, BS-2 の終了時期などの周辺環境をもとに、放送終了 1 年以上前に決定す



 

２

る。またＮＨＫとの連携も進めるが、告知など行政の支援もお願いしたい。 

アナログ視聴者のデジタル移行をさらに促進するが BS デジタルサービスの充実・

多様化がインセンティヴとして大きく効果を発すると考える。またアナログ放送終

了時にも残る視聴者については大きく経営を圧迫する課題と考える。 

 

 

6. サーバー型放送 
サーバー型放送は、2007 年度中のサービス開始を目指し、事業内容の詳細検討中で

ある。当社では映画を中心に高精細度番組をサーバー型放送用 STB に蓄積し、視聴

者が見たいとき課金する事業モデルを検討している。 

この事業の成否の一つは伝送コストの安さであり、BS 放送波の活用が切に望まれる。

しかしながら、１ch では BS 放送の伝送帯域が限られるため、放送波ではコンテン

ツを伝送・蓄積ができない。このため当面は BS１ch の中のデータ帯域で番組ガイ

ダンスを送ることを計画している。サービス開始当初のコンテンツの伝送は、通信

伝送路を活用し、将来に BS 帯域が拡大出来た時点で、放送伝送路も活用していく。 

当社としては複数 ch 化された場合、新チャンネルの番組編成を多様化しつつ例え

ば深夜の時間帯をサーバ型のコンテンツ伝送に供する形で電波の有効利用を図り、

新サービスの高度化を含めて実現したい。 

 

 

以上 

 

 



 

３

２．放送大学学園からの提出意見 
 

 

１ 衛星放送の活用について 

 放送大学学園では、わが国における広く国民に開かれた生涯学習・遠隔高等教

育・教養教育の中核機関として、昭和５８年に正規の大学を設置し、人文科学、社

会科学、自然科学等の幅広い学問分野にわたり、多数の質の高い内容の授業番組を

制作するとともに、放送による国民への大学教育等の提供を行っているところであ

る。 

 このうち、平成１８年１２月から関東地区において開始される地上デジタル放送

では、ハイビジョン放送、多チャンネル放送及びデータ放送の教育的効果の検証を

行いながら、その改善・充実を図っていくこととしている。 

平成１７年１０月に１０００万を超え、広く国民に普及している衛星デジタル放

送は、この関東地区で提供される放送授業サービスを、地域間格差無く、広く全国

に展開することを可能にするメディアである。 

放送大学学園では、今後、高齢化が益々進展する我が国において、地域間格差な

く、国民の広範で多様な学習ニーズに応じられるようにするため、現在、ＢＳアナ

ログ放送終了時における同ｃｈ帯によるＢＳデジタル放送の実施の可能性につい

て検討しているところである。 

「衛星放送の将来像に関する研究会」におかれては、この点、御理解頂き、ＢＳ

アナログ放送後ｃｈにおいて新たな放送事業者が参入できるよう検討を進めて頂

きたい。 

 

 

２ アナログ後ｃｈにおける放送方式について 

 放送大学学園によるＢＳデジタル放送を広く国民が視聴できるためには、既に１

０００万台以上普及している受信機を活用することが不可欠である。このため、衛

星アナログ放送終了後の同ｃｈ帯におけるデジタル放送方式には、現行の衛星デジ

タル放送方式と十分な互換性があり、この貴重な基盤を有効活用できる方式を導入

して頂きたい。 

 

 

以上 



 

４

３．宇宙通信株式会社からの提出意見 
 

 

① 三波共用受信機が普及していき、BS デジタル放送、地上波デジタル放送と共視聴
される 110 度 CS 放送においては、魅力あるハイビジョン番組が提供されることが

必要であり、制度面で支援する余地があるように考えます。 

110 度 CS 放送のハイビジョン化推進のため、帯域免許制の導入をご検討頂きた

い。帯域免許制により、番組の統合や周波数の移動について放送事業者の自由度

を拡大すべきと考えます。帯域免許制は周波数の有効利用にも繋がることで、衛

星を保有する事業者としても実現を希望するものです。 

 

 

② 受委託放送制度から電気通信役務利用放送制度に適用制度を変更することも、番
組変更について改めて認定を受けるなどの手続きが省け、視聴者の嗜好に迅速に

対応することが可能になると思います。電気通信役務利用放送制度になれば、周

波数に空きが生じたとき、公募、認定の手続きを経ず、新チャンネルが申請で放

送可能となり、これも、衛星を保有する事業者としては周波数に有効利用に繋が

ることです。また、放送に利用されない周波数が生じたとき、通信に利用できる

制度となることも望ましいことと考えます。 

 

 

③ 東経 110 度で運用する BS、CS について、相互補完の議論もしていくべきと考えま
す。 

 

 

以 上 

 



 

５

４．ジェイサット株式会社からの提出意見 
 

 

１．基本認識について 

・弊社は、１９９４年「株式会社ＤＭＣ企画」を設立（１９９５年に事業会社「日

本デジタル放送サービス株式会社」“サービス名称「パーフェク TV！」”へ移行）、

日本初のＣＳデジタル多チャンネル放送を立ち上げて以来、ＣＳデジタル放送の

普及拡大に積極的に関与し、これを推進してきたところである。 関係者のご尽

力により、ＪＣＳＡＴ－３／４Ａ号でのＣＳデジタル放送では、加入者が３７０

万人（２００５年９月末現在）を超えている。 しかし、３波共用受信機の普及

が拡大するなか、東経１１０度ＣＳ放送の加入者の増加は期待通りの状況ではな

く、更なる普及拡大に向けての取り組みが求められているところであると認識し

ている。 

・情報通信審議会諮問第８号第２次中間答申「地上波デジタル放送の利活用の在り

方と普及に向けて行政の果たすべき役割」では、「伝送路の融合の基本的考え方と

して、衛星の利用可能性についての検討を行うこと」とされており、今後ますま

す衛星を利用した放送が重要な役割を担うことになると認識している。 

 

 

２．東経１１０度ＣＳ放送の普及拡大に向けて 

・「第２回衛星放送の将来像に関する研究会」での株式会社スカイパーフェクトコ

ミュニケーションズ殿の意見発表では、“大きな放送事業主体”について言及さ

れている。 弊社も東経１１０度ＣＳ放送の普及拡大を促進する立場から、これ

に賛同する。 

 

 

３．次世代ＣＳ放送方式の開発について 

・弊社は、独立行政法人情報通信研究機構からの助成を得て、高効率伝送・情報源

符号化技術を導入した次世代ＣＳ放送方式の開発を行っているところである。 

この技術により、これまで２７MHz 帯域の衛星中継器１本で１番組しか伝送でき

なかったハイビジョン放送を４番組伝送することが可能となり、より経済的にＣ

Ｓ放送のハイビジョン化及び地上波デジタル放送を衛星で再送信が実施できる

環境となることが期待されている。本年１０月３１日に「ＣＳデジタル放送方式

の高度化に関する技術条件」が情報通信審議会に諮問されているが、引き続き早

期の制度化に向けての取り組みをお願いしたい。 

 ・弊社は、これらの技術を用いて、株式会社スカイパーフェクトコミュニケーショ

ンズ殿と共同で、２００６年初からハイビジョン映像伝送の実用化に向けての実

験を行い、その結果を踏まえて商用化を目指す予定である。 

 



 

６

４．ＢＳＡＴ－２衛星の後継機について 

・「ＢＳ放送のデジタル化に関する検討会 報告書」では、「ＢＳ放送用の未利用の

第１７、１９，２１，２３チャンネルの利用はＢＳＡＴ－２後継衛星の打ち上げ

が見込まれる２０１１年以降になると考えられる」と報告がなされている。 

・今後、何らかの理由によってＢＳＡＴ－２の後継衛星の打ち上げを早める場合に

は、後継衛星が搭載すべきチャンネル数の検討に加えて、通信衛星と放送衛星の

ハイブリッド衛星にすることで衛星バスの共用によるコストの低減、打上げ費用

の大幅低減、運用費用の低減などが図れることから、東経１１０度ＣＳ後継衛星

（或いは予備機）とのハイブリッド衛星の可能性についても検討すべきである。 

尚、次の海外の事例でも明らかなとおり、通信衛星と放送衛星のハイブリッド衛

星で懸念されている電力などの技術的課題は解決されている。 

 

通信衛星と放送衛星のハイブリッド衛星の例 

 - ＡＳＴＲＡ－１Ｅ、１Ｆ、２Ｃ:ＢＳとＣＳ（Ｋｕバンド）を搭載 

- ＫＯＲＥＡＳＡＴ－３   :ＢＳとＣＳ（Ｋｕバンド／Ｋａバンド）を搭載 

 - ＡＳＩＡＳＡＴ－４   :ＢＳとＣＳ（Ｃバンド／Ｋｕバンド）を搭載 

 

以上 

 
 


